
東海村宿泊施設環境整備支援補助金交付要綱 

 

令和５年５月２４日 

告示第１０３号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，コロナ禍による観光客の減少及び国際情勢の変化

による資源価格上昇に伴う物価高騰等の状況の中，宿泊事業者が行う

新たな顧客需要の開拓及び収益力の向上の取組を支援することにより

当該事業者の経営の継続及び安定化を図るため，宿泊施設の高付加価

値化を伴う環境整備を行う者に対して，予算の範囲内において補助金

を交付することについて，東海村補助金等交付規則（平成１８年東海

村規則第４３号）に定めるもののほか，必要な事項を定めるものとす

る。 

（定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

（１） 宿泊施設 宿泊事業者が所有又は管理する旅館業法（昭和２

３年法律第１３８号）第３条第１項の許可を受けた同法第２条

第２項又は第３項に規定する営業のための施設をいう。ただし，

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３

年法律第１２２号）第２条第６項に規定する店舗型性風俗特殊

営業を行っている施設及びこれに類する営業を行う施設は除く。 

（２） 高付加価値化を伴う環境整備 新たな顧客需要の開拓及び収

益力の向上を目的に行う取組のほか，エネルギーの消費効率改

善を図る施設の改修，設備の設置及び備品の購入をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」と

いう。）は，次のいずれにも該当する者とする。 

（１） 補助金の交付申請時において，村内の宿泊施設を継続して１

年以上営業する者 

（２）  宿泊事業者として営業を行うに当たり必要な官公署の許可若



しくは認可を受け，又は届出を行っている者 

（３） 村税（東海村税条例（昭和３７年東海村条例第１２号）第３

条の普通税及び目的税をいう。）を滞納していない者 

（４） 東海村暴力団排除条例（平成２４年東海村条例第２号）第２

条第１号に規定する暴力団，同条第２号に規定する暴力団員又

は同条第３号に規定する暴力団員等でない者 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）

は，次に掲げる事業とする。 

（１） 宿泊客以外の者にも開放された共有スペースの設置又は改修 

（２） 宿泊客の利便性を向上させるための施設の改修又は設備の整

備若しくはユニバーサル化 

（３） 省エネルギー又は省力化に関する設備の整備 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は，

別表の左欄に掲げる補助対象事業の区分に応じ，それぞれ同表の右欄

に掲げる経費とし，次の各号に該当する経費を除いたものとする。 

（１） 補助対象経費に係る消費税及び地方消費税相当額 

（２） 他の制度による補助金その他これに類する給付金の交付を受

けている経費 

（３） 故障又は老朽化等に対応するための修理修繕や代替更新のみ

に必要となる経費 

 （補助金の額） 

第６条 補助金の額は，補助対象経費の２分の１以内の額とし，１宿泊

施設当たり２００万円を限度とする。 

２ 前項の規定により算出した額に千円未満の端数が生じた場合は，こ

れを切り捨てるものとする。 

（交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする補助対象者（以下「申請者」と

いう。）は，東海村宿泊施設環境整備支援補助金交付申請書（様式第

１号）に，次に掲げる書類を添えて，村長に提出しなければならない。 



（１） 実施計画書（様式第２号） 

（２） 収支予算書（様式第３号） 

（３） 見積書の写し 

（４） 旅館業営業許可証の写し 

（５） 履歴事項全部証明書の写し 

（６） 村税に未納がないことを証する納税証明書 

（７） その他村長が必要と認める書類 

２ 前項の規定による申請は，当該申請者につき年度中において１回限

りとする。 

（交付決定） 

第８条 村長は，前条の規定による申請があったときは，当該申請の内

容を審査の上，補助金の交付の適否を決定し，東海村宿泊施設環境整

備支援補助金交付（不交付）決定通知書（様式第４号）により申請者

に通知するものとする。 

 （補助内容の変更等） 

第９条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた申請者（以下「交

付決定者」という。）は，補助の内容を変更し，又は補助を中止しよ

うとするときは，補助の内容の変更にあっては東海村宿泊施設環境整

備支援補助金変更承認申請書（様式第５号）により，補助の中止にあ

っては東海村宿泊施設環境整備支援補助金中止承認申請書（様式第６

号）により村長の承認を受けなければならない。この場合において，

補助の内容の変更にあっては，変更の内容が分かる書類を併せて提出

するものとする。 

２ 村長は，前項の規定による申請があったときは，当該申請内容の審

査を行い，補助の内容の変更にあっては東海村宿泊施設環境整備支援

補助金変更承認（不承認）決定通知書（様式第７号）により，補助の

中止にあっては東海村宿泊施設環境整備支援補助金中止承認（不承認）

決定通知書（様式第８号）により交付決定者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第１０条 交付決定者は，補助対象事業が完了したときは，当該完了し

た日の翌日から起算して３０日を経過した日又は当該補助年度の３月



末日のいずれか早い日までに，東海村宿泊施設環境整備支援補助金実

績報告書（様式第９号）に次に掲げる書類を添えて村長に提出しなけ

ればならない。 

（１） 収支決算書（様式第１０号） 

（２） 事業完了が分かる写真 

（３） 補助対象経費の支払を証明する書類の写し 

（４） その他村長が必要と認める書類 

（繰越申請） 

第１１条 交付決定者は，補助金の交付決定があった年度内に事業を完

了しなければならない。ただし，繰越しについて，村長の承認を受け

た場合は，この限りでない。 

２ 交付決定者は，前項ただし書の規定による繰越しの承認申請をする

ときは，申請年度の１月２０日までに東海村宿泊施設環境整備支援補

助金繰越申請書（様式第１１号） を村長に提出しなければならない。 

３ 村長は，前項の規定による申請があったときは，東海村宿泊施設環

境整備支援補助金繰越承認（不承認）決定通知書（様式第１２号）に

より交付決定者に通知するものとする。 

４ 前項の規定による承認の決定を受けた交付決定者は，第２項の繰越

申請書に記載する期日までに補助事業を完了し，前条に規定する実績

報告書を村長に提出しなければならない。 

（補助金の確定） 

第１２条 村長は，第１０条の規定による報告を受けたときは，当該報

告の内容を審査の上，交付すべき補助金の額を確定し，東海村宿泊施

設環境整備支援補助金確定通知書（様式第１３号）により交付決定者

に通知するものとする。ただし，補助金の交付確定額が交付決定額と

同額の場合は，この限りではない。 

（補助金の交付時期及び請求） 

第１３条 村長は，交付決定者が補助対象事業を完了した後において補

助金を交付するものとする。 

２ 交付決定者は，補助金の交付を請求しようとするときは，東海村宿

泊施設環境整備支援補助金交付請求書（様式第１４号）により村長に



請求しなければならない。 

（交付決定の取消し等） 

第１４条 村長は，交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認め

たときは，補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができ

る。 

（１） 虚偽その他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２） この要綱の規定に違反したとき。 

（３） その他補助金の交付が不適当と村長が認めたとき。 

２ 村長は，前項の規定により補助金の交付の決定を取り消したときは，

東海村宿泊施設環境整備支援補助金交付決定取消通知書（様式第１５

号）により交付決定者に通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第１５条 村長は，前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場

合において，当該取消しに係る部分に関し，既に補助金を交付してい

るときは，東海村宿泊施設環境整備支援補助金取消分返還通知書（様

式第１６号）により，期限を定めて，交付決定者に補助金の返還を命

じなければならない。 

（財産処分の制限） 

第１６条 交付決定者は，補助を受けて取得した備品等の財産を本事業

の目的以外で使用し，譲渡し，交換し，貸し付け，又は転売してはな

らない。ただし，物品及び財産を取得した年度の翌年度から起算して

５年を経過した場合は，この限りでない。 

（証拠書類の保存） 

第１７条 交付決定者は，補助金の交付に係る帳簿その他の証拠書類を

整理するとともに，当該補助年度の翌年度から起算して５年間保存し

なければならない。 

（補則） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は，村長が別に定

める。 

附 則 

 この告示は，公布の日から施行する。 



別表（第４条関係） 

補助対事業の区分 補助対象経費 

宿泊客以外の者にも開

放された共有スペース

の設置又は改修 

宿泊客以外の者にも開放された共有ス

ペースの設置又は改修に必要な工事請

負費，委託費（設計費）及び備品購入 

費（取得価格が１万円以上の物品） 

（１） 宴会場など大スペースの稼働 

率を向上させる改修（会議室， 

研修室，サテライトオフィス等） 

（２） 日帰り需要を取り込める改修

（入浴施設，ラウンジ等） 

（３） 客単価を向上させる改修（エ 

ステサロン，体験工房等） 

（４） その他村長が認める工事請負

費，委託費（設計費）及び備品 

購入費 

宿泊客の利便性を向上

させるための施設の改

修又は設備の整備若し

くはユニバーサル化 

宿泊客の利便性を向上させるための施

設の改修又は設備の整備若しくはユニ

バーサル化に必要な工事請負費，委託 

費（設計費）及び備品購入費（取得価 

格が１万円以上の物品） 

（１） 客室内浴室の設置 

（２） 和式トイレから洋式トイレへ 

の改修 

（３） Ｗｉ－Ｆｉ機器の導入 

（４） 自転車を館内に駐輪する等の 

設備の整備 

（５） サウナ施設の整備 

（６） 和室の洋式化 

（７） 客室，食事処，浴場等のユニ 



バーサル化 

（８） その他村長が認める工事請負 

費，委託費（設計費）及び備品 

購入費 

省エネルギー又は省力

化に関する設備の整備 

省エネルギー又は省力化に関する設備

の整備に必要な工事請負費，委託費（ 

設計費）及び備品購入費（取得価格が 

１万円以上の物品） 

（１） 高性能ボイラー，省エネルギ 

ー型換気，空調設備 

（２） ＬＥＤ照明等の整備 

（３） 客室制御システムの導入 

（４） 自動チェックインシステムの 

導入 

（５） キャッシュレスシステムの導 

   入 

（６） その他村長が認める工事請負 

費及び委託費（設計費），備品 

購入費 

 


